
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
被験者の動脈血圧を決定する装置において、心電図装置と、血液体積対時間の波形を決定
する手段と、前記心電図装置からの心電図波形及び前記血液体積対時間の波形を決定する
手段からの波形信号を処理する処理手段とよりなり、前記処理手段は、前記心電図装置を
時間窓において一連の脈に対して監視し、前記心電図装置からの前記心電図信号上の各脈
に対する基準点を選択し、前記心電図図形信号から各脈に対する瞬間心拍度数を決定し、
前記波形を決定する手段を前記一連の脈に対し監視し、各脈に対して前記瞬間心拍度数と
前記血液体積対時間の波形とから動脈圧を計算し、前記一連の脈について各脈に対する前
記心電図信号の少なくとも１つと前記血液体積対時間の波形との関数を値により並べ替え
、前記並べ替えた値に基づいてパラメータを計算し、この計算したパラメータから偽信号
を検出するように構成した動脈血圧を決定する装置。
【請求項２】
前記基点はＲ波の上の点である請求項１の装置。
【請求項３】
前記基点はＲ波の上の点である請求項２の装置。
【請求項４】
前記計算は血液体積対時間の波形上での血液体積の選択された変動を利用する請求項１の
装置。
【請求項５】
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前記血液体積の選択された変動は、前記波形の昇り傾斜の２０～８０％の範囲にある請求
項４の装置。
【請求項６】
前記血液体積の選択された変動は、前記波形の昇り傾斜の４０～６０％の範囲にある請求
項４の装置。
【請求項７】
前記血液体積の選択された変動は、前記波形の昇り傾斜のほぼ５０％のところにある請求
項４の装置。
【請求項８】
選択された体の個所は末端である請求項１の装置。
【請求項９】
末端は指先である請求項８の装置。
【請求項１０】
血液体積対時間の監視は、光学的体積変動法である、請求項１の装置。
【請求項１１】
被験者の動脈血圧を決定する装置において、心電図装置と、血液体積対時間の波形を決定
する手段と、前記心電図装置からの心電図波形及び前記血液体積対時間の波形を決定する
手段からの波形信号を処理する処理手段とよりなり、前記処理手段は、前記心電図装置を
時間窓において一連の脈に対して監視し、前記心電図装置からの前記心電図信号上の各脈
に対する基準点を選択し、前記心電図図形信号から各脈に対する瞬間心拍度数を決定し、
前記波形を決定する手段を前記一連の脈に対し監視し、各脈に対して前記選択された基準
点の生起と前記血液体積対時間の波形の選択された変化との間の時間差を決定し、各脈に
対して前記瞬間心拍度数と前記時間差とから動脈圧を計算し、前記一連の脈について各脈
に対する前記心電図信号の少なくとも１つと前記血液体積対時間の波形との関数を値によ
り並べ替え、前記並べ替えた値に基づいてパラメータを計算し、この計算したパラメータ
から偽信号を検出するように構成した動脈血圧を決定する装置。
【請求項１２】
前記基点はＲ波の上の点である請求項１１の装置。
【請求項１３】
前記基点はＲ波の上の点である請求項１２の装置。
【請求項１４】
前記血液体積の選択された変動は、前記波形の昇り傾斜の２０～８０％の範囲にある請求
項１１の装置。
【請求項１５】
前記血液体積の選択された変動は、前記波形の昇り傾斜の４０～６０％の範囲にある請求
項１１の装置。
【請求項１６】
前記血液体積の選択された変動は、前記波形の昇り傾斜のほぼ５０％のところにある請求
項１１の装置。
【請求項１７】
選択された体の個所は体の末端部である請求項１１の装置。
【請求項１８】
末端部は指先である請求項１７の装置。
【請求項１９】
血液体積対時間の監視は、光学的体積変動法による、請求項１１の装置。
【請求項２０】
動脈圧は拡張期圧力である請求項１１の装置。
【請求項２１】
動脈圧は収縮期圧力である請求項１１の装置。
【請求項２２】
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動脈圧は平均動脈圧力である請求項１１の装置。
【請求項２３】
被験者の心電図を検出し、脈の期間における該心電図上の基準点を選択し、被験者の選択
された個所の血液体積対時間を測定し、前記選択された基準点の生起と前記選択された個
所の血液体積時間の選択された変化の生起との間の時間差を決定し、前記心電図から心拍
度数を決定し、前記時間差と心拍数に基づいて拡張期圧力Ｐ D ( i )を次式、
Ｐ D ( i )＝（Ｋ D v＊ｖ p ( i )

2）＋（Ｋ D i h r＊ＩＨＲ ( i )）＋Ｋ D c a l

ｖ p ( i )
2＝（１／Ｔ R - 0 ( l )）＊（１／Ｔ R - 5 0 ( i )）

Ｋ D v及びＫ D i h rは定数であり、Ｋ D c a lは較正定数であり、ＩＨＲ ( i )は瞬間心拍
度数であり、ｖ p ( i )は脈速度であり、ｉはｉ番目の脈を指し、Ｔ R - 0 ( l )は前記基準点から
体積対時間曲線の０％体積までの時間であり、Ｔ R - 5 0 ( i )は上記基準点から体積対時間曲
線の昇り勾配の５０％までの時間である）により計算することにより決定することよりな
る、拡張期血圧を決定する装置。
【請求項２４】
Ｋ D vが約２．５、及びＫ D i h rが約０．５である請求項２３の装置。
【請求項２５】
被験者の心電図を検出し、脈の期間における該心電図上の基準点を選択し、被験者の選択
された個所の血液体積対時間を測定し、前記選択された基準点の生起と前記選択された個
所の血液体積対時間の選択された変化の生起との間の時間差を決定し、前記心電図から心
拍度数を決定し、前記時間差と心拍数に基づいて収縮期圧力Ｐ S ( i )を次式、
Ｐ S ( i )＝（Ｋ S c a l＊ｖ p ( i )

2）＋Ｋ S c o n s t

ここにＫ S c o n s tは定数、Ｋ S c a lは較正定数、ｖ p ( i )は脈速度、ｉはｉ番目の脈を指す）
収縮期血圧を決定する装置。

【請求項２６】
Ｋ S c o n s tは約３５である請求項２５の装置。
【請求項２７】
平均 圧力Ｐ M ( i )が次式
Ｐ M ( i )＝（Ｐ S ( i )－Ｐ D ( i )）＊１／３＋Ｐ D ( i )

｛ここにＰ D ( i )はＰ D ( i )＝（Ｋ D v＊ｖ p ( i )
2）＋（Ｋ D i h r＊ＩＨＲ ( i )）＋Ｋ D c a lで表され

る拡張期圧力であり（ここにＫ D v及びＫ D i h rは定数、Ｋ D c a lは較正定数、ＩＨＲ ( i )は瞬
間心拍度数、ｖ p ( i )

2＝（１／Ｔ R - 0 ( i )）＊（１／Ｔ R - 5 0 ( i )）、ｖ p ( i )は脈速度、Ｔ R - 0 (

i )は体積対時間曲線の基準点から脈０％の点までの時間、Ｔ R - 5 0 ( i )は基準点から体積対
時間曲線の昇り勾配の５０％までの時間、及びｉはｉ番目の脈を指す）、Ｐ S ( i )はＰ S ( i )

＝（Ｋ S c a l＊ｖ p ( i )
2）＋Ｋ S c o n s t（ここにＫ S c o n s tは定数、及びＫ S c a lは較正定数）で

表される収縮期圧力である｝から計算される請求項２２の装置。
【発明の詳細な説明】
従来の技術と課題
動脈血圧の数種の明確なパラメータは医学的に有用な情報を与えるもので、特に収縮期の
血圧、拡張期の血圧、平均動脈圧、及び連続動脈圧は有用である。これらを測定する従来
技術に脈圧計（加圧帯式測定）、自動脈圧計、及び留置動脈線変換（Ａライン法）に大別
される。
医学的な指標としての連続自動血圧測定の重要性のために、各種の新たな測定法の開発が
進んでいる。これらには外部加圧変換法、光学的体積変動法 (photoplethysmography)、及
び脈波過渡時間法が含まれる。最近ではこれらの後者が実験的に使用されている。
従来最も広く使用されている脈圧計は収縮期及び拡張期の血圧を与える。自動化した加圧
帯は加圧帯を膨らませるのに機械作動ポンプを使用し、アルゴリズムとセンサーが初期及
び非拘束動脈流を聞く。しかし、加圧帯方式は各測定の間に血流を制限するので、連続使
用には適さず、多くの自動加圧帯方式の血圧計によりなされる血圧の決定は正確性に欠け
る。加圧帯は又患者を不安にし、血圧値に影響することがある。
連続測定が必要なときに使用されるＡライン法は、ラインの曲がり、血管の狭窄、挿入さ
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れた変換器と動脈壁との接触等からの信号アーティファクト（偽信号）からの影響がない
期間においてはかなり正確である。しかし、変換器は外科的に挿入される必要があり、血
管閉塞と細菌感染のおそれがある。この方法は外科手術を要するので、余り使用されてお
らず、連続血圧測定が必要な場合でも頻繁な使用は推奨されない。
実験的な方法は全て連続血圧を外的に測定することによりＡライン法の欠点を回避しよう
と試みている。直接及び間接圧力感知法が開発された。
直接非破壊法は外部圧力変換を使用する。圧力変換器は橈骨動脈（ radialartery）のよう
な皮膚直下にある動脈に対置され、動脈血管壁に対して押しつけられることにより機械的
に圧力を測定する。しかし、変換器は圧力を感知するので、機械的ノイズや運動偽信号に
極端に敏感である。連続測定は変換器が血流を妨げる点で問題が多い。また変換器を動脈
に対して適正に位置付けた状態に保つことが困難である。こうして、間接測定法が考案さ
れるに至った。
脈波過渡時間測定法は動脈血圧を各心臓サイクル期間中に生成される脈波の速度から推定
する間接法である。しかし、速度は血圧に関係するので、今日までに開発されている方法
はこの関係が比例関係にあると仮定している。仮にそうであっても、それ自体の過渡時間
は脈波に関するあまりに少ない情報しか与えないので、血圧を正確に決定することができ
ない。この方法の他の欠点は多くの医師が有用と考えている収縮期及び拡張期の血圧を与
えることができない点にある。
動脈血体積と血液酸素含有量を追跡する光学的体積変動法は、血圧を連続的に推定する他
の間接法を生ずる。しかし、これに基づく方法は、それがあたかも血圧かのように体積デ
ータから情報を導出する。すなわち、血圧曲線と血液容積曲線とは類似していると仮定す
る。それはある場合には正しいが、一般的に正しいわけではない。さらに、光学的体積変
動法は耳たぶ又は指のような体の極端部で行われるが、体の外周で観察される血圧は一般
により中心部からの血圧と同一ではない。
Ａラインの挿入はあまりにも侵襲的な方法なので血圧を決定するためには行われない。
又それに変わる連続測定の実用的で手術を要しない方法は今のところ存在しないし、この
ような方法は依然として必要である。
発明の概要
一つの形態では、本発明の被験者の動脈血圧を決定するための方法は、心電図（ＥＫＧ）
信号を検出することを含む。ＥＫＧ信号の基準点が選定され、血液体積対時間の波形が被
験者の体の選択された個所でモニターされる。瞬間心拍度数はＥＫＧ信号から決定され、
動脈圧は瞬間心拍度数と血液体積対時間の曲線とから算出される。一つの実施例では、基
準点はＲ波であり、動脈圧は血液体積の選択された変化を利用して血液体積対時間の波形
から算出される。血液体積に選択された変化は当該波形の昇り傾斜の２０％～８０％の間
にあることが好ましい。血液体積に選択された変化は最も好ましくは波形の昇り傾斜の４
０％～６０％の間にある。選択される体の部分は指の末端部であることが好ましい。
他の形態では、本発明の被験者の動脈血圧を決定するための方法は、被験者に対して心電
図（ＥＫＧ）を取り、脈動期間中にＥＫＧ上の基準点を選択することを含む。血液体積対
時間の関係が被験者の体の選択された個所で検出される。ＥＫＧ上の選択された基準点の
生起と、選択された体の個所での血液体積の選択された変化の生起との間の時間が測定さ
れる。心拍度数はＥＫＧから決定され、動脈圧はこの時間差と心拍度数から算出される。
好ましい実施例では、基準点はＲ波であり、体の部分は指の先端である。血液体積をモニ
ターする好ましい方法は光学的体積変動法である。計算される動脈圧は膨張圧力、収縮圧
力又は平均動脈圧である。
さらに他の形態では、本発明の被験者の動脈血圧を決定するための装置は、心臓の電気的
活動を検出するためのＥＫＧ装置を含む。血液体積の変動に応答する装置は光学的体積変
動測定装置を含むことができる。ＥＫＧ装置からの出力及び血液体積モニター装置の出力
は、動脈血圧を計算するための信号処理器またはコンピュータへ入力される。
本発明のさらに他の形態では、信号処理及び計算装置は、血圧測定中の偽信号（アーティ
ファクト）を検出し、これらを除去する。これらの技術は各動脈に対して血圧の計算の信
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頼できる評価を可能にする。本発明は良好な信号期間において信頼性のある血圧の指標を
与え、使用者に貧弱な入力信号の期間においては利用できる指標がないことを知らせる。
本発明は、圧力帯を使用しないで、連続且つ非侵害的に動脈血圧を測定するための方法と
装置を提供する。自動的な偽信号の検出とその排除により、各脈動に対する血圧の計算の
信頼性ある評価が得られる。
【図面の簡単な説明】
図１は本発明の装置の概略図である。
図２は心電図（ＥＫＧ）と血液体積の経時変化を示すグラフである。
発明の実施の形態
弾性管内の波の伝播の理論は本発明の基礎となる概念の理解に重要である。弾性管内の圧
力脈の伝播速度に対する式は、実験的及び理論的な根拠からＭｏｅｎｓ－Ｋｏｒｔｗｅｇ
により次のように確立された。
　
　
　
ここにｃは波の速度、Ｅは動脈血管壁のヤング率、ｈは動脈血管壁の厚さ、δは流体の密
度、及びＲは管の平均半径である。
壁厚とヤング率を測定する実験的な困難をなくすために、上式はＢｒａｍｗｅｌｌ及びＨ
ｉｌｌ（１９２２）により変形され、管の弾性的な挙動がその圧力－体積膨張により表現
された。次いで式が得られた。
　
　
　
又は
　
　
　
ここにＶは動脈の初期体積、ΔＶは圧力脈（パルス）ΔＰを生じる体積変化、及びｃは脈
波（パルス波）の速度である。
問題は次に脈波の速度と動脈体積の変化率とを非侵害（非侵襲）的な方法で求めることで
ある。これを達成するために、本発明は標準のＥＫＧ信号及び血管体積と時間との関係を
利用した方法は、先ずｉ番目の脈に対してＴ R - 5 0 ( i )（ＥＫＧのＲ波から、体積対時間曲
線の昇り勾配の５０％までの期間）を測定する。この期間はＲ波から脈０％の点までの時
間（Ｔ R - 0 ( i )）と、脈０％の点から体積対時間曲線の昇り勾配の５０％までの時間（Ｔ 0 -

5 0 ( i )）との和である。Ｔ R - 0 ( i )の逆数は上記の脈速度ｃと等しい（ｃ＝１／Ｔ R - 0 ( i )）
。Ｔ 0 - 5 0 ( i )はΔＶとＶにより関係している。従って、Ｔ R - 5 0 ( i )はｃ、ΔＶ、及びＶに関
係している。
次に、ｉ番目の脈に対するこれらを組合せた脈速度ｖ p ( i )はＴ R - 5 0 ( i )の逆数で定義され
、組み合わせた脈速度の自乗は単に速度ｖ p ( i )を自乗するだけでよい。また、ｉ番目の圧
力脈に対する瞬間Ｒ－Ｒ間隔（ＲＲ ( i )）、従って瞬間脈拍度数（ＩＨＲ ( i )）はｉ番目の
脈に対する拡張期圧力（Ｐ D ( i )）、収縮期圧力（Ｐ ( i )）、及び平均圧力（Ｐ M ( i )）の計
算に使用される。拡張期圧力の計算における瞬間Ｒ－Ｒ間隔（ＲＲ ( i )）または瞬間脈拍
度数（ＩＨＲ ( i )）の重要性の理論的根拠は次の通りである。
拡張期圧力は拡張期圧力降下の末端で存在する動脈圧であると定義される。この指数的な
拡張期圧力降下は大動脈弁の閉鎖により開始し、開放により終わる。圧力降下速度は各種
の因子、例えば収縮期での大動脈圧力上昇、収縮期での動脈抵抗（動脈系、特に小動脈の
壁の硬さに関係する）に依存する。特定の個人に対し、任意の脈に対するこの圧力降下（
収縮期圧力）は、この降下が続きうる期間に関係している。任意の脈に対するこの降下期
間はその脈の瞬間Ｒ－Ｒ間隔に比例し、ＩＨＲに逆比例する。従って、降下時間が短いほ
ど（高いＩＨＲ）、拡張期圧力は高いことが期待され、降下時間が長いほど（低いＩＨＲ
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）、拡張期圧力が低いことが期待される。まとめると、ｉ番目の圧力脈に対する圧力の計
算式は次のようになる。
ＩＨＲ ( i )＝１／ＲＲ ( i )

ｖ p ( i )
2＝（１／Ｔ R - 0 ( i )）＊（１／Ｔ R - 5 0 ( i )）

Ｐ D ( i )＝（Ｋ D v＊ｖ p ( i )
2）＋（Ｋ D i h r＊ＩＨＲ ( i )）＋Ｋ D c a l

Ｐ S ( i )＝（Ｋ S c a l＊ｖ p ( i )
2）＋（Ｋ S c o n s t

Ｐ M ( i )＝（Ｐ S ( i )－Ｐ D ( i )）＊１／３＋Ｐ D ( i )

これらの式において、Ｋ d v、Ｋ D i h r、Ｋ S c o n s tは好ましい実施例においてはそれぞれ２．
５、０．５及び３５である。Ｋ D c a l、Ｋ S c a lは較正係数である。Ｐ D ( i )、Ｐ S ( i )、Ｐ M ( i )

はそれぞれ拡張期圧力、収縮期圧力、及び平均圧力である。
本発明の実施は図面に関連して説明する。図１において、被験者１０がＥＫＧ線１２によ
り観測される。心電図（ＥＫＧ）を測定するには多数のリード線が使用されることは明ら
かである。光学的体積変動測定器１４が被験者１０の指先の血液体積を測定する。これら
の装置１２と１４からの出力はコンピュータ又は信号処理器１８により処理され、上記の
ように各脈に対する拡張期圧力、収縮期圧力、又は平均圧力が出力される。図２を参照す
ると、処理器１８はＲ波の到来を検出する。従って、血圧測定装置１４は時間Ｔ R - 0 ( i )で
圧力変化の開始を検出し、体積が昇り勾配の５０％に達するまでの時間Ｔ 0 - 5 0 ( i )を決定
する。図２から分かるように、脈が０％の時点Ｔ R - 0 ( i )の到来から、体積が昇り勾配の５
０％に達するまでの時間Ｔ 0 - 5 0 ( i )は、体積対時間曲線の形に依存する。本発明はＲ波の
到来から０％体積までの時間と、０％体積から５０％体積までの時間を利用するから、圧
力決定は、脈到来時間又は波形のいずれかが利用されるが両者が本発明のように組み合わ
されてない従来技術に比してより正確となる。
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